

















































られてきた。しかしながら、累犯加重については未だ説得的な根拠付けは されていな のが現状である。この点、後述 ように、わが国の刑法および刑法理論に多大の影響を及ぼしているドイツ刑法学やスイス刑法学においては かつ 両国の刑法典上に存在 ていた累犯加重規定 関して深遠な議論が行われ、結果として、当該規定は廃止されるに至っている。議論の過程で廃止すべき理由の一つとして挙げられたのは、累犯加重規定 刑法の基本原則である責任主義の原則
（５（
と矛盾するということであった。実際にそのような矛盾が存在するならば、わが国に













犯」 章の規定とし、懲役に処せられた者ないしこれに準ずる者が、その執行を終わった日またはその執行の免除を得た日から五年以内に更に罪を犯した場合にお て、その者を有期懲役に処するときを再犯（以下累次的に犯罪を重ねるごとに三犯、四犯と呼ばれ、それ の総称を累犯という（とし、その刑を当該犯罪の法定刑として定める懲役の二倍以下 する旨 している。つまり、 刑法においては、狭義の累犯が問題 されている。　
ここで直ちに問題となるのが、前記のように定義された累犯に対して必要的な刑の加重が行われることの根拠如
























































































ち、圧倒的多数説は責任判断の対象を行為者の行った個別 行 求める行為 論を採る。惟うに、責任判断の対象は 専ら、構成要件として明示的に禁止・命令され 々 違法行為および結果に限定されねばなるまい。仮に、性格責任論や人格責任論が主張す ように 責任非難の対象を行為者 性格の危険性や行為者により主体 に形成された人格に求める場合、当該対象の把握の困難性ゆえ 、終極的 不安定な し恣意 な刑罰賦科へと至
五（五）
累犯加重に関する一考察――西岡

























































































よって社会秩序の存立 脅かされそれ故に過敏となり傷付き易くなるとい 点で累犯者は法律の権威を初犯者よりも強力に侵害したがゆえ 重い刑罰に値すると解する「法秩序の高められた脆弱性の理論（














































































































































































































































は、刑の執行（を受けた」と った事情は、行為責任を意味する犯罪成立要件としての責任とは関係なく、せいぜい量刑事情 一つとして考慮される余地があり得るにすぎ い。　
しかし、ここで、前に有罪判決や刑の執行を受けたという事情を量刑において考慮することの是非がさらに問わ































































法廷判決（刑集三巻一二号二〇六二頁（および最高裁昭和二五年一月二四日大法廷判決（ 集四巻一号五 頁（趣旨から明らかとな 。すなわち、昭和二四年判決 、 「刑法第 六条第五七条の再犯加重 規定は第五六条所定の再犯者であるという事由に基づいて 新に犯した罪に対する法定刑を加重し 重い刑罰を科し得べきことを是認したに過ぎないもので、前犯に対 る確定判決を動かし 、あ いは前犯に対 重ね する趣旨のものではないから所論憲法第三十九条の規定に反する のではない」と判示し、他方、昭和二五年判決は、 「犯人の所罰
〔ママ〕
は……刑罰制度の目的に応じて各犯罪各 人毎に妥当な処置を講ずべきものであるから、各箇の場合にそ



































































みれば、累犯行為者 対し は、再犯予防という終極的な目的達成の めに、一律的な刑罰加重によるよりも、対象となる犯罪に応じた個別的な予防策を模索しなければなら い。　
以上のように、累犯へと至る個々の行為者は、その原因が貧困や障がい等の生活環境に多くを負っている場合が





は、犯罪者の再社会化 よる再 の防止である（積極的特別予防（ 考え が、このよう 理念に従った行刑が目指されるべきであり、本稿で考察の対象とした累犯加重規定 存在は 前記の目的達成にとって真に必要な政策の必要性を隠蔽するも であるとも える。この点、アメリカにおいては累 対策 していわゆ 「三振法（
t hree 




































































』 （一九八一年（四一九頁、福田平『全訂刑法総論〔第四版〕 』 （二〇〇四年（三四一頁、大塚仁『刑
法概説 総論（
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Fn.（1 （, S.111 .
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則は、法治国家原理にお て根拠付けられて る」 （
B
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and （ , 1 .A
ufl
age, 1111 , § 1 R
n. （ . ロクシンはいう。 「法律なければ犯罪も刑罰も
なし」という憲法の原則が行為者刑法よりも行為刑法の展開を促すこ は明らかである。なぜならば、行為者人格における「継続的な犯罪傾向的要素」あるいは「罰せられ べき人格という 間的実存」に焦点を合わせ、それに従って制裁の種類と程度を定める刑罰規定よりも の記述と行為刑法の方が、確定性の原則により適合す からである。したがって、自由主義的・法治国家的諸原則に基づく法秩序は、常に を志向するものである（
R
oxin, a.a.O
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11（この点、わが国の旧刑法は、各則の犯罪 細分化し法定刑の幅を狭く設定していた。例えば、旧刑法においては、殺人は謀殺と故殺に区別して規 され、窃盗もそ 犯行態様が細 く区分され別個に規定されていた。
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Fn.11 （, S.（11 . さらに、ドイツにおいても、例えば、
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巻総論』 （二〇一〇 （七七五頁〔川出敏裕〕 、浅田＝井田編・前掲（注
11（一六一頁〔成瀬幸典〕等。この点、改正 草
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Fn.（1 （, S.11 f. は、 「累犯加重が一事不再理の原則（
ne bis in idem
（に違反するか否かへの回答は責
任概念を如何に把握するかにかかっているが、首尾一貫した行為刑法を主張する者 違反していると答える筈である」とする。わが国にお も、平場安治「責任の概念要素と刑事責任論の根底」 『団藤重光博士古稀祝賀論文集第二巻』 （一九八四年
（
一〇三頁は、累犯加重について、 「責任の立場からいえば、先の犯行は先の刑罰で責任を果たしているのであり、犯行
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国家レベルにおける近時の再犯防止対策について、柿崎伸二「 『再犯防止に向けた総合対策』について」刑政一二三巻
一一号（二〇一二年（一四頁以下参照。
